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１．　本研究の背景と課題

１．１　本研究の背景

　日本政府は、2009年に入管法を大幅に改正して以来、同法で定める在留資格の枠組み変更や新
らたな資格の導入、さらには国家戦略特区での規制緩和措置を通じて、外国人労働者の就労を促
進する方向に政策を転換させている（1）。実際、日本で就労する外国人労働者数は、2010年代に入っ
てから急速に拡大した。厚生労働省が毎年公表している「外国人雇用状況」によれば、日本の外
国人労働者数は、2010年10月末において649,982人であったが、2018年10月末には1,460,463人と
なり、８年間で二倍以上に増大している。同時期には外国人を雇用する事業所数も、108,760箇
所から216,348箇所となり、こちらもほぼ倍増している（2）。
　ところでこの間、日本政府は、受け入れ拡大に関連する政策文書や国会での答弁において、一
連の施策が「外国人材の受け入れ」であって、「移民政策ではない」という言明を執拗に繰り返
してきた。現在行われている受け入れ拡大は、労働力不足を補う「外国人材」の受け入れに過ぎ
ないのであって、日本に定住することを想定した「移民」としての受け入れではない、というの
である。政権与党である自由民主党の政務調査会による移民の定義は、「「移民」とは、入国の時
点でいわゆる永住権を有する者であり、就労目的の在留資格による受け入れは「移民」にはあた
らない」（3）というものであり、この定義に従うなら、就労可能な在留資格をどれだけ拡充しよう
とも、そうした政策は定義上「移民政策ではない」と言い続けることができる。だがこうした論
法は、国際的な標準からすればすでに存在している「移民」に、日本社会がどう向き合っていく
のかについて、当事者を含めた様々な立場からの意見に耳を傾け、対話を通じて合意を目指して
いく民主的な議論の可能性を封じ込める悪質な詭弁（4）ではないだろうか。
　こうした悪質な詭弁まで用いて日本政府が実現しようとしている「移民政策なき外国人労働者
政策」とはいかなるものか。その内実は、在留資格「特定技能」を新設して、「新たな外国人材」
を受け入れるための入管法改正（2018年12月成立）のプロセスを辿ることで確認することができ
る。
　まず、2014年４月４日に開催された第４回経済財政諮問会議（第２回経済財政諮問会議・産業
競争力会議合同会議）において産業競争力会議の雇用・人材分科会の主査である長谷川閑史氏（5）

が民間議員の意見として提出した資料（経済財政諮問会議（2014））には、次のような記述がある。
「・・・外国人材の活用が不可避である場合には、高度人材ポイント制度や技能実習制度等との
役割分担や整合性、および諸外国の制度など国際的な人材確保のあり方も参考にしつつ、分野や
人数を適切にコントロールした中長期的な外国人受入れ・活用の新たな仕組みを検討すべきであ
る。これは在留期間限定で必ず帰国することが前提とされることなどからも、移民政策とは異な
るものである。」そして「移民政策とは異なる」という言明の説明と思われる次のような記述が
続く。「その際、重要なことは、不法就労や人権問題等の懸念を生じさせないような実効性のあ
る管理体制の構築である。」
　それから４年後の2018年６月５日に開催された第８回経済財政諮問会議においては、総理大臣
からの指示に基づく「新たな外国人材の受入れ」が経済財政担当大臣より発議され、これに続い
て法務大臣より、在留資格「特定技能」を新設して、従来の専門的・技術的分野に限定せずに、
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幅広く即戦力となる外国人材を受け入れていく仕組みを構築していく方針について説明がなされ
た。議事要旨によれば、法務大臣の報告を受けて二人の民間有識者議員が、この在留資格の新設
が「移民政策ではない」という趣旨を徹底させるような、「援護射撃」的な発言を行っている。
　高橋進氏（6）は次のように述べて、社会的コストを回避するために外国人材への支援を行うこと
は、移民政策を行うことを意味しない、という留保を付け加えている。「日本は労働移民を受け
入れるわけではないが、それでも外国人の受け入れ方を誤れば、欧州のように外国人が社会階層
の下部に沈み込み、社会から疎外され、結局は社会にとっての大きなコストになってしまう。外
国人の受け入れを企業や自治体任せにせず、国としても外国人支援のあり方を総合的に検討すべ
き。」伊藤元重氏（7）は次のように述べて、外国人材を移民にしないためには、監理体制とサポー
ト体制を強化することが重要であることを指摘した。「移民と外国人材を分けるポイントは何で
あるか考えてみると、やはり監理体制・サポート体制を強くすることであると思う。したがって
そこをしっかり行った上で、外国人材を活用するのだということを、より明らかにすべきである。
しっかり効くブレーキがあるからこそアクセルを踏めるというところがあると思うので、そこを
ぜひ進めていただきたい。」
　『経済財政運営と改革の基本方針2018』（経済財政諮問会議（2018b））においては、上記の第
８回会議での法務大臣による提案と民間有識者議員による補足提案に沿う形で、「従来の専門的・
技術的分野における外国人材に限定せず、一定の専門性・技能を有し、即戦力となる外国人材を
受け入れていく仕組みを構築」する方針が示された。まずその総論部分では「移民政策とは異な
るものとして・・・新たな在留資格を創設する」と述べられている。さらに各論部分においても

「以上の政策方針は移民政策とは異なるものであり、外国人材の在留期間の上限を通算で５年と
し、家族の帯同は基本的に認めない」ことが念入りに言明されている。各論部分では、日本語能
力について「ある程度日常会話ができ、生活に支障がない程度の能力」という初級レベルを想定
したうえで、外国人材の在留管理と支援を目的とする「入国管理局等の体制を充実・強化する」
こと、すなわち外国人材をコントロールするための体制強化が強調されている。これらの点から
も、今回の新しい在留資格による外国人材の受入れが「移民政策ではない」という政府の明確な
意思を読み取ることができるだろう。
　政策決定プロセスにおける以上の議論から確認できるのは、日本政府は次の６つの原則に基づ
いて「移民政策なき外国人労働者政策」を実行しようとしている、ということである。
　まず出入国管理の原則は、①外国人労働者の受け入れは、あらかじめ在留可能期間の上限を定
めておき、これを終了した時点で確実に帰国させること、②家族の帯同や呼び寄せは認めないこ
と、③期限通りの帰国を担保するために、滞在中の外国人は、入管行政主導の強力な監理体制の
もとにおくこと、である。新たな在留資格による入国者が「移民」となることを防止するために、
彼ら・彼女らは、期間限定の単身の出稼ぎ労働者として扱われ、国の入管体制によって周到に監
理されなければならないのである。
　次に滞在中の外国人の処遇に関する原則は、④日本での就労や生活を支援するとともに監理す
る仲介機関（8）をおくことで、滞在中の外国人の活動を確実に把握できるようにすること、⑤外国
人の権利擁護や支援は、あくまでも日本社会にとってのリスクとコストの回避という観点から行
うこと、⑥外国人材に期待する日本語能力は初級レベルに留めること、である。滞在中の外国人
の処遇に関しても、彼ら・彼女らが移民となることを防止するという観点が貫かれなければなら
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ない。日本社会による外国人材への支援は、社会統合的な目標よりも、在留管理的な目標を優先
して実行されるのである。
　ところで以上の６原則は、今回の在留資格「特定技能」の新設に際して初めて実行されるもの
ではない、ということに留意する必要がある。これらの原則は、すでに研修生と技能実習生の受
け入れにおいて着実に堅持されてきた。そして在留資格「特定技能」による受け入れは、外国人
技能実習制度の延長上に、それを拡張する方向で設計されているのである。「移民政策なき外国
人労働者政策」は1990年代初頭に始まり、すでに30年にわたって継続され、今後も維持されよう
としているのである。日本政府の「移民政策なき外国人労働者政策」とは、移民受け入れ先進国
で認められている労働者としての移民の権利（公的言語保障、職業選択の自由、家族帯同、社会
保障加入など）を制限することで、移民受け入れに伴う社会的コストをミニマムにする政策であ
る。だが、果たしてこのような政策は本当に持続可能なのだろうか。

１．２　本研究の課題

　現在、移民政策なき外国人労働者政策のもとで就労している移民労働者のうち、多数派を占め
ているのが、①日系人、②技能実習生、③留学生である。厚生労働省の外国人雇用状況報告によ
れば、2016年10月末時点の外国人労働者のうちの約55% がこのカテゴリーに分類される。彼ら・
彼女らがいずれも極めて過酷な労働条件下で搾取されており、その状況については、ジャーナリ
ストを担い手とする優れたルポルタージュがすでに相当数、蓄積されている（9）。他方、アカデミ
ズムの世界では、（１）多文化共生論、（２）〈やさしい日本語〉論、（３）「日本語学校＝教育達
成移住過程」論など、政府の「移民政策なき外国人労働者政策」を追認したり、さらにはそれを
積極的にサポートする論考が提出されるようになっている。だがそれらの議論はいずれも学術的
に疑問の多い内容を含んでいる。本論文の第一の課題はこれらの議論の内容を学術的な検証に基
づいて批判することである。本論文の第二の課題は、移民政策なき外国人労働者政策という、政
府の悪質な詭弁を擁護する知識人の謬説に対して、身内批判をなしえない、現代日本のアカデミ
ズムの状況をも批判することである。

２．　多文化共生論への批判

２．１　「多文化共生論」という言説

　本論文の1.1で指摘したように、2019年４月施行の改正入管法によって新設された在留資格「特
定技能」による「外国人材」の受け入れは、日本政府がこれまで約30年間にわたって実行してき
た「移民政策なき外国人労働者政策」を、今後も継続させることを意図した施策として位置づけ
ることができる。政策決定のプロセスにおいて、日本政府は、外国人材の受け入れは「移民政策
ではない」という言明を繰り返した。「移民政策ではない」と言明することで政府が達成しよう
としたことの一つは、日系人、技能実習生、留学生、特定技能による在留者が、いずれも事実上
の労働移民であることを否認し、彼ら・彼女らを日本社会に包摂していくための社会統合政策を
実施する責任を回避ないし軽減することだったように思われる。
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　「生活者としての外国人」を、地域社会の中でどのように包摂していくかを議論するさいに、様々
な政策アクターの間で用いられるようになったのが、「多文化共生」という標語である。だが「多
文化共生」は様々な文脈のなかで多義的に用いることができる曖昧な標語であり、政策アクター
はこれを語ることで「無難な安全地帯」（10）に逃げ込むこともできる。例えば総務省が2006年に公
表した『多文化共生の推進に関する研究会報告書』（11）では多文化共生を「国籍や民族などの異な
る人々が、互いの文化的ちがいを認め合い、対等な関係を築こうとしながら、地域社会の構成員
として共に生きていくこと」と定義している。このように定義される「多文化共生」という標語
に異を唱えることは難しい。だが、「互いの文化的ちがいを認め合い、対等な関係を築」くとい
う目標を達成していくためには、それを各論としてどう展開していくのかという議論が不可欠で
ある。例えば、外国人への日本語教育は公的言語保障の対象なのか、それとも、ボランティア教
室に任せておけばよいのか。あるいは、日本に定住するエスニックマイノリティである外国人住
民の固有文化について、ホスト社会はマイノリティの権利擁護という観点から積極的に支援しな
ければならないのか、それとも、エスニックマイノリティはホスト社会の文化に同化していかな
ければならないのか。多文化共生論を有効な実践に落とし込んでいくためには、こういった具体
的な論点を一つ一つ深めていかなければならないだろう。ところがこの報告書は、上記のような
各論には一切踏み込んではいない。多文化共生論は、うわべだけの議論に留めおかれ、「移民政
策ではない」というスタンスに立つ日本政府にとって、無難な安全地帯を提供できる都合の良い
標語として使われているのが現状である。多文化共生論によって隠蔽されるのは、外国人労働者
と日本人の間に現実に存在する、政治経済的な格差の構造である（12）。

２．２　山脇啓造の多文化共生論

　「多文化共生」という概念は、まず1990年代に、オールドカマー外国籍住民が集住する地方自
治体の政策文書の中に登場し（13）、2000年代以降は、定住した日系人の生活支援をめぐって、総
務省を中心に国レベルで行われた議論のなかで、広く用いられるようになっている。この間、政
策論としての多文化共生論を広く社会に向けて唱道するオピニオンリーダーの役割を果たしてき
たのが、明治大学国際日本学部教授で移民政策研究者の山脇啓造である。山脇は、上記の2006年
報告書のために総務省が組織した研究会に座長として、その後2017年には同省『多文化共生事例
集』（14）を作成するワーキンググループにも座長として参加した。山脇は、自治体レベルでも、
2001年に結成された外国人集住都市会議にコーディネーターとして参加し続けるとともに、各地
の多文化共生プランの策定にも関わっている。政府や自治体が進める多文化共生政策のインサイ
ダー的立場にある山脇は、総務省による2006年報告書を多文化共生1.0、そして2017年事例集を
多文化共生2.0として位置づけ、政府がプランをたて、基礎自治体が担い手となって進められて
いる、多文化共生政策の必要性について、メディアを通じて積極的に情報発信している（15）。
　山脇の多文化共生論は単純明快である。2019年３月14日の『日本経済新聞』に掲載された「経
済教室」の記事（16）を読むことで、その全体像を掴むことができる（17）。要点をまとめておこう。
　まず、外国人に関する政策としての多文化共生政策の役割については、次のように述べられて
いる。「外国人受け入れに関する政策は、どのような外国人の入国をどの程度の規模で認められ
るのかに関わる「出入国管理政策」と入国した外国人を支援し社会の構成員として受け入れる「多
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文化共生政策」に分かれる。後者は海外では「統合政策」とも呼ばれる。出入国管理政策と多文
化共生政策は外国人受け入れの両輪だ。」
　次いで移民と多文化共生の関係については次のように述べられている。「18年の国会審議では、
新たに受け入れる外国人労働者を「移民」と呼ぶかどうかが論争となった。その呼び方にかかわ
らず、新たな外国人受け入れが成功する鍵は多文化共生にある。滞在が長期化するほど多文化共
生政策のニーズは増し、短期の滞在だとしても就労・生活環境が良ければ外国人の満足度が上が
り、社会との摩擦やあつれきが起きにくいからだ。」
　多文化共生政策の内容に関しては、2018年12月に政府が策定した「外国人材の受け入れ・共生
のための総合的対応策」やすでに実施されている諸施策に言及しながら説明している。すなわち、
①外国人への多言語および「やさしい日本語」による情報提供、②学校で学ぶ外国人児童に対す
る日本語指導、③医療通訳体制の整備、④住居の確保と地域社会における日本人住民と外国人住
民による共生社会づくり、⑤多文化共生社会づくりのための基本法の制定と担当組織の設置、と
いう５項目を多文化共生政策の具体的内容として紹介している。
　さらにこれら各論に関連して、①から④までの施策のベースとなる日本語に関する政策を特に
重視して、次のような説明を行っている。「最近注目されているのが「やさしい日本語」だ。日
本語を学習している外国人にわかりやすいように、簡単な語彙や文法で、短くはっきりと話す日
本語のことを指す。政府には「やさしい日本語」の普及に努めることを期待したい。一方、日本
語教育に関しては、超党派の国会議員が日本語教育推進法案を準備して、今国会での成立を目指
している（18）。定住外国人のための日本語教育の体制整備は喫緊の課題といえる。現在ドイツや
韓国など多くの先進国で、移民のための言語学習プログラムが用意されている。」
　以上より、山脇の多文化共生政策に関する議論の要点は次の４つに整理することができるだろ
う。

（１a）日本では、海外で行われている移民の社会統合政策のことを、多文化共生政策と呼ぶ。
（２a）多文化共生政策を実行すれば、外国人労働者を「移民」と呼ぶかどうかは問わなくても良
い。

（３a）多文化共生政策をきちんと実行することで、外国人の受け入れは成功する。
（４a）多文化共生政策の実行には、「やさしい日本語」の普及と日本語教育の推進が欠かせない。

　だが、多文化共生政策に関する以上のような山脇の議論には様々な疑問を禁じ得ない。筆者た
ちは、山脇の多文化共生論が、「移民政策なき外国人労働者政策」という政府の詭弁を擁護する
ために発動された、さらなる詭弁なのではないか、という疑念を抱いている。詭弁の裏側に隠れ
ている真のアジェンダをあえて読み解くならば次のようになるだろう。

（１b）海外では移民の社会統合政策が実行されているが、日本では移民を受け入れていないので、
社会統合政策は実行しない。多文化共生政策といううわべだけの政策に留める。

（２b）多文化共生政策という詭弁を用いることで、移民の是非に関する議論を封じ込める。
（３b）外国人材は移民ではないので、多文化共生政策以上のことは行わない。
（４b）外国人の日本語能力を初級レベルに留めることで、移民政策なき外国人労働者政策を成
功させる。
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　山脇の議論に筆者たちが疑念を抱くのは、以下のような理由からである。まず（１a）から（３
a）までの議論に関しては、身分に基づく在留資格によって日本にすでに定住している、日系人
を中心とする事実上の移民が、日本社会において直面している苦境を前にすれば、山脇の言って
いる多文化共生論が、現実からかけ離れた空論であると思われるからだ。リーマンショックに端
を発する世界同時不況以後、日本に滞在する日系人やその子弟たちが、日本社会から排除された
孤立状態で社会の下層に滞留していることがすでに明らかにされている。例えば能勢は、若年日
系ブラジル人のライフコースに関する事例研究を行い、彼ら・彼女らが、日本に帰還移住した親
世代の日本での不安定な生活環境に起因する多重なハンディキャップを背負い、日本社会から排
除されがちであること、高校進学などを通じて社会階層上の上昇を達成した少数者の事例は、い
ずれも多文化共生というよりは日本社会への同化を通じて達成されていることを検証してい
る（19）。
　さらに能勢は、ブラジル人準集住地区の自治体が実施した多文化共生プラン（20）に NPO 理事長
として参加したさいの参与観察に基づき、地方自治体による多文化共生プランに関して、次のよ
うな問題点を指摘している（21）。第一には、排除と貧困の苦境にある日系人は、多重で複雑なハ
ンディキャップを背負っていて、個別の事情に応じたケースワーク的な「伴走型支援」を必要と
しているが、行政の縦割りセクショナリズムのために、多分野にまたがる継続的なケースワーク
的支援が実行できていないことである。多文化共生政策という名目で行われている施策が、現実
には、生活困窮者支援事業と同様な事態となっているのである。第二には、NPO は事実上、行
政の下請けとなっており、NPO 職員の高度な専門性を考慮しない低賃金で使われていることで
ある。第三には、多文化共生政策の当事者の間に、正規雇用の自治体職員→非正規雇用の NPO
職員→失業や困窮状態の外国人、という三層からなる社会構造的な上下関係が形成されているこ
とである。山脇が座長を務めて総務省が策定した多文化共生論のいう「対等な関係」はここには
存在しない。第四には、多文化共生政策の末端を担う NPO に対して、経営的な自立を迫る言説
があり、多文化共生政策が市場に委ねられてしまう危うさがあることである。多文化共生という
名を借りた貧困ビジネスが展開されかねないのである。
　能勢の二つの論文が明らかにした日系ブラジル人の厳しい苦境が、日本社会が移民問題から目
を背け、社会統合政策を無視し続けた放置政策の帰結であることはもはや明らかだろう。多文化
共生政策という詭弁を弄して、これからも問題から目を背け続けるなら、現在の状況はさらに悪
化することだろう。
　次に（４a）で示されるような日本語教育政策に関する山脇の議論に筆者たちが疑念を抱くのは、

「やさしい日本語」言説がはなはだ信頼の置けないものであること、そして学校型および地域型
日本語教育の現状が深刻な問題を含んでいることによっている。この点については本論文の３と
４で明らかにする予定である。加えて庵らの〈やさしい日本語〉論、是川の「日本語学校＝教育
達成移住過程」論は、山脇の多文化共生論と相互に支え合うような、ある種の共犯関係にあって、
いずれも現行の移民政策なき外国人労働者政策を擁護している、という点を指摘しておきたい。

注

（１）　倉田（2017）は、この間の政策動向をフォローして、1990年以来約20年にわたって維持されてきた日本の

入管政策の基本原則が、2009年の大幅改正を契機に、急変を遂げていることを指摘した。
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（２）　ただし、この間の外国人就労者数の増大を単純に政策変更の効果として理解するのは適切ではない。確か

に技能実習生の増大に関しては、在留資格の新設・枠組み変更による呼び込み効果が認められるが、高度人

材ポイント制度など、政策変更にもかかわらず、さほどの呼び込み効果が起こらなかった施策もある。また

身分に基づく在留資格による就労者の増大や、資格外活動として就労する留学生の増大は、この間の政策変

更とは別の文脈で理解するべき現象である。

（３）　自由民主党政務調査会・労働力確保に関する特命委員会（2016）

（４）　西日本新聞社の「新・移民時代」取材班は、上記のような移民に対するスタンスを「移民がいるのにいな

いふりをする・・・「移民ネグレクト」が日本の国策ではないか」と批判している。（西日本新聞社（2017：5））

（５）　武田薬品工業（株）代表取締役

（６）　（株）日本総合研究所

（７）　学習院大学教授

（８）　2019年４月より開始された、在留資格「特定技能」による受け入れにおいては、上記の仲介機関に相当す

る団体は「登録支援機関」と呼ばれることになった。支援機関は地方出入国在留管理局に登録を申請しなけ

ればならず、一定の要件を満たした機関のみが登録支援機関として活動することができる。この仲介機関の

公式の役割は、外国人への「支援」であるとされているが、実際には、外国人技能実習制度における監理団

体と同様の、「監理」機関としての役割が期待されている。登録支援機関は、在留資格「特定技能」による

外国人を雇用する事業主と支援委託契約を締結することで、外国人の出入国と在留に関する監理を行う立場

となる。実際に外国人技能実習制度の監理団体が特定技能による就労者の登録支援団体を兼務しているケー

スもある。

（９）　西日本新聞（2017）、出井（2017）、芹澤（2018）、出井（2019）、安田（2019）など

（10）　飯笹（2013）

（11）　総務省（2006a）

（12）　この点について、樋口（2005）は、日系ブラジル人の事例を挙げて次のように述べている。「（多文化共生

という）こうした思考法は、問題を文化ないしエスニシティに還元して捉えることにより、政治経済的な格

差に鈍感な、あるいは格差を容認する言説を生み出す傾向がある。〔…〕日本に住むブラジル人の圧倒的多

数が社外工部門に吸収されている現実は、階級 ･ 階層格差や資源配分の不平等を体現しているのではないだ

ろうか。〔…〕問題を文化対立や地域摩擦として捉えるのは不適切で、｢ 政府の失敗 ｣、｢ 市場の失敗 ｣ に起

因するものとみるべきである。それを「多文化共生」の問題として捉えても、対症療法的に市場の尻拭いを

することにしかなりえない。」

（13）　山脇（2009）によれば、川崎市の住民組織が1993年に市に提出した「多文化共生の街作り」という提言が、

多文化共生を謳った全国で初めての政策文書であるという。

（14）　総務省（2017）

（15）　山脇（2017），（2019a），（2019b）

（16）　山脇（2019a）

（17）　山脇は多文化共生に関していくつかの学術論文を著しているが、その内容は多文化共生に関する歴史的事

実の記述と政策提言が中心である。これらの論文に、多文化共生論を擁護する根拠となる学術的な議論を見

出すことはできなかった。山脇（2002），（2003a），（2003b），（2008）， （2009），山脇・柏崎・近藤（2002）。

（18）　［筆者注］「日本語教育の推進に関する法」は国会で可決され、本年６月より施行されている。

（19）　能勢（2015）
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（20）　この自治体のプランは、総務省が2006年に策定した「多文化共生推進プラン」に基づいて実行されている。

（21）　能勢（2017）
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